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令和２年度繰越 厚生労働行政推進調査事業補助金（新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

統括研究報告書 

 
マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と 

リスクアセスメントに関する研究 

 
研究代表者 

島田智恵 国立感染症研究所 実地疫学研究センター 

 
研究要旨 

 

１） 感染症発生動向調査の継続的な評価と改善：疾患疫学の変化・医療体制の変化・新たな検査法の開発・

受診動向の変化・社会の新たなニーズ等に対応したシステム改善のための検討を継続して実施することに

より、感染症対策立案により有用なシステムを構築しうる。 

２） 感染症発生動向調査データの利用の促進：地方感染症情報センター等で利用可能な解析ツールの開発、

情報の公開の仕組み等についても具体的な検討を行なうことにより、行政対応の現場において、また、一

般市民向けのリスクコミュニケーションにも、役立つことが期待される。データの解析の段階でサーベイラン

スバイアスを抑制する手法等について検討を行なうことにより、より的確な対策立案に資することが期待さ

れる。 

３） マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生への備え：新型コロナウイルス感染症発生、および開催が

延期され今年度開催となった東京大会を機に、感染症危機管理体制の見直しと必要な強化を行う。 

 
研究分担者 

●砂川富正 国立感染症研究所 実地疫学研究センター 

●中村廣志 相模原市衛生研究所 所長 

●村上義孝 東邦大学医学部 社会医学講座 医療統計分野 

●荒牧英治 奈良先端科学技術大学院大学 先端科学技術研究科 

●若宮翔子 奈良先端科学技術大学院大学 先端科学技術研究科 

●谷口清州 国立病院機構三重病院 院長 

●脇田隆字 国立感染症研究所 所長 

●齋藤玲子 新潟大学大学院 医歯学総合研究科 国際保健学分野 

●和田耕治 国際医療福祉大学 医学研究科 公衆衛生学専攻 

●斎藤嘉朗 国立医薬品食品衛生研究所 医薬品安全科学部 

 

A. 研究目的 

１）感染症発生動向調査の継続的な評価と改善 

感染症発生動向調査は、法的根拠に基づき、

事業として全国一律のシステムとして運用さ

れているサーベイランスである。また、国内

の医療アクセスの保証・高い医療水準に裏打

ちされた質の高い情報が得られるシステムで

もあり、国内の感染症対策立案のための基盤

となる情報を提供している。疾患疫学の変化・

医療体制の変化・新たな検査法の開発・受診

動向の変化・社会の新たなニーズ等に対応し

たシステム改善のための検討を継続して実施

することが必要である。 

２）感染症発生動向調査データの利用の促進 

地方感染症情報センター等で利用可能な解析

ツールの開発、情報の公開の仕組みについて

も、引き続き検討を行なう必要がある。 

 

３）疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と

改善 

疫学的・統計学的な視点から、感染症サーベ

イランスを評価し、必要な改善点・方法を検

討・提案する。 

４）マスギャザリング時や新興・再興感染症の派

生への備え 
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地方自治体間など関係者の情報共有、感染症

発生動向調査の仕組みでとらえられない公衆

衛生的に重要な感染症事例への対応、医療と

行政の連携、急性感染症事例に対してのリス

ク評価、国際的な情報発信など、多様な観点

からの機能強化が必要である。海外で発生す

る感染症事例についての情報収集・リスク評

価の体制整備も重要である。 

５）東京大会におけるサーベイランスの具体的手

法の検討 

2021 年に開催が延期された東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会（以下、東京大

会）を機に、感染症危機管理体制の見直しと

必要な強化を行うことにより、将来にわたっ

て持続可能な体制を東京大会のレガシーとす

る。 

６）新型コロナウイルス感染症への対応 

2020 年 1月に武漢において探知され新たな感

染症である新型コロナウイルス感染症の病原

体サーベイランスの構築にかかる病原体検査

系の開発とサーベイランス体制の構築を図っ

た。 
 
B. 研究方法 

1. 中央感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：砂川

富正ら） 

感染症発生動向調査の運用面での課題の抽出

とその解決策についての検討を継続する。実

際のマスギャザリング時を含めた感染症サー

ベイランス全体の概況及び運用面の課題につ

いて、地方および中央感染症情報センターそ

れぞれについて整理する。NESID 更改に向けて

情報整備を行い、任意の解析に利用しやすい

形式での感染症発生動向調査情報解析のツー

ル作成について技術的検討を行なう。 

2. 地方感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：中村

廣志ら） 

COVID-19 のような新興感染症や再興感染症の

発生に対応するために、地方感染症情報セン

ターの情報提供システムの強化を目指す。『感

染症データ分析ツール』に都道府県・保健所別

に地図上に表示する機能や、地域情報が一括

して参照可能な Web を構築しデータをグラフ

上に自動表示する等の新しい機能の充実に向

けた検討を進める。 

3. 疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と

改善（研究分担者：村上義孝ら） 

新型コロナウイルス感染症に伴い、インフル

エンザをはじめとする感染症サーベイランス

対象疾患が例年になく減少しているとの報告

がある。この点について推定罹患数および警

報・注意報の観点から感染症発生動向調査の

データを分析し、新型コロナウイルス感染症

流行に伴う予防行動の影響を考察する。 

4. 症状ツイート可視化システムの構築と新型コ

ロナに対する市民の反応調査（研究分担者：荒

牧英治ら） 

大規模かつ長期的な一般市民のソーシャルメ

ディアデータを分類し可視化するウェブベー

スシステムについて、ウェブ探索クエリデー

タを用いて、都道府県単位で一般市民の新型

コロナウイルス感染症に関する関心の高さを

可視化する方法を確立する。 

5. イベントベースサーベイランスの運用：地域

における感染症クラスターの早期発見とリス

ク評価のためのサーベイランスに関する研究

（研究分担者：谷口清州ら） 

COVID-19 を中心に、Notifiable diseases 

serveillance に加えて、クラスターを効率的

に探知するための event-based serveillance、

地域での感染伝播密度を監視するための

sentinel ILI/CLI serveillance を検討する。 

6. 病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめ

（研究分担者：脇田隆字ら） 

新型コロナウイルス感染症の病原体サーベイ

ランスの構築にかかる病原体検査系の開発、

国内の新型コロナウイルス検査体制を強化す

るために、新たな検査補法の開発および整備

について調査を実施する。調査対象は感染研、

地衛研、検査試薬メーカーを想定しており、核

酸検査（変異株特異的 PCR 法）、抗原検査（制

度を向上したイムノクロマト法）、抗体検査

（精度の向上と、変異株に対する抗体検査法）

等の実施状況を調査する。 

7. GIS 解析を用いた効果的な情報発信の有用性

について：高齢者施設における新型コロナウ

イルスの血清疫学調査とワクチン抗体価反応

（研究分担者：齋藤玲子ら） 

高齢者施設における不顕性感染の実態と高齢

者へのワクチン接種効果を調査するために、

2020 年に新潟市のクラスターが発生した施設

の職員と入所者を対象に、新型コロナウイル

スのＮ抗原とＳ抗原に対する抗体価調査を

103 名に対して行った。 

8. 国際的なマスギャザリング時のリスクマネジ

メント（研究分担者：和田耕治ら） 
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東京オリンピックに向けて健康危機管理とし

てホストタウンも含めた都道府県への講演や

指導などを行った。また、健康危機管理につい

て執筆などを行った。医療者やボランティア

に必要な予防接種についても優先度をとりま

とめた。 

9. ワクチン・治療薬に関する有効性・安全性情報

の解析と集約、及び提供（研究分担者：斎藤嘉

朗ら） 

平日毎日、新型コロナウイルス感染症治療薬・

ワクチンの最新治験を、報道、臨床試験サイト、

文献、プレスリリース等から収集し、関連部署

への提供を行った。 

10. 国際的な感染症情報の収集と解析（研究協力

者：笠松ら） 

東京大会における COVID-19 を中心とした感染

症対策に資するべく、感染症発生の早期探知

を目的とした強化サーベイランスを実施した。 

11. COVID-19 の病原体検査指針の編纂（研究協力

者：宮崎義嗣ら） 

COVID-19 の感染経路や臨床的特徴及びその経

過、予防法や治療法が未だ確立できていない

こともあり、最新の知見に基づく頻回な改定

を実施する。 

12. COVID-19 関連文献紹介の HP 作成（研究協力

者：新城ら） 

医療従事者、対応方針決定者、検査機関、保健

行政担当部局等を対象に、東京大会へむけて、

国内の COVID-19 公衆衛生対応に有用な知見

を適時に収集し共有する。 
 
C. 研究結果 

1. 中央感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：砂川富

正ら） 

感染症法に基づく感染症サーベイランスの安定的

な運用に資するための感染症発生動向調査ツール

である NESID の実務に関する改善や、大規模イベ

ント時の強化サーベイランスに活かしてきた。ま

た、COVID-19 の発生動向調査ツールである HER-

SYS に関して定期的にシステム評価を行った。 

2. 地方感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：中村廣

志ら） 

感染症情報の利用促進のための『感染症データ分

析ツール』に都道府県・保健所別に地図上に表示

する機能を追加した。また、地域情報が一括して

参照可能な Web を構築しデータをグラフ上に自動

表示する機能を付加した。 

3．疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と改

善（研究分担者：村上義孝ら） 

感染症発生動向調査に基づいた警報基準値の変更

可能性、罹患数推計、病原体サーベイランスデー

タの有効活用、４類・５類全数把握対象疾患の多

発現象の検知方法などを検討した。特に、RS 感染

症では警報基準値の検討は完了、NESID への実装

段階にある。 

4. 症状ツイート可視化システムの構築と新型コ

ロナに対する市民の反応調査（研究分担者：荒牧

英治ら） 

大規模かつ長期的な一般市民の反応モニタリング

やデマ情報の把握・分析のために、感染症の主な

症状に関するソーシャルメディアデータの可視化

システムや、デマツイート情報を収集し、話題ご

とに分類して可視化するシステムを構築した。 

5. イベントベースサーベイランスの運用：地域に

おける感染症クラスターの早期発見とリスク評価

のためのサーベイランスに関する研究（研究分担

者：谷口清州ら） 

三重県においてインフルエンザ定点における上道

気炎（ILI/ARI）サーベイランスを行い、陽性率を

産出することによって SARS-CoV-2 とインフルエ

ンザウイルスの地域内感染伝播の評価ができるこ

とを示した。また、病原体にも広げて多種類病原

体同時検査を行い、上記２種類以外にも ILI の原

因として、RSV、PIV-3、HRV の流行を把握できるこ

とを示した。 

6. 病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめ

（研究分担者：脇田隆字ら） 

・国内外のリアルタイム PCR 法の性能試験を実施

した。変異ウイルスを検出するためのリアルタイ

ム PCR 法を構築した。また、リアルタイム PCR 法

の実施に必要な試薬、変異ウイルス検出のための

陽性コントロールなどを地方衛生研究所に配布し

た。 

・新型コロナウイルスのゲノム解析については外

部への委託や、地衛研への技術移転などにより検

査能力の向上および均てん化につとめた。 

・患者情報のとりまとめにおいては、REBIND 事業

が開始され参加した。 

7. GIS 解析を用いた効果的な情報発信の有用性に

ついて：高齢者施設における新型コロナウイルス

の血清疫学調査とワクチン抗体価反応（研究分担

者：齋藤玲子ら） 

職員の平均年齢は（47.1 歳、25～69 歳）、入所者

の平均年齢は（90.4 歳、71～107 歳）であった。

職員の抗Ｎ抗原体は 9.7％（6/62 人）、抗Ｓ抗原体

は 12.9％（8/62 人）陽性、入所者の抗Ｎ抗原体は

41.0％（16/39 人）、抗Ｓ抗原体は 56.4％（22/39
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人）陽性であり、総合すると、新潟市保健所で行っ

たＰＣＲの結果と、抗Ｓ抗原体価上昇者がほぼ一

致した。ワクチン接種後抗体価の解析は今後行っ

ていく予定である。 

8. 国際的なマスギャザリング時のリスクマネジ

メント（研究分担者：和田耕治ら） 

東京オリンピックに向けて健康危機管理としてホ

ストタウンも含めた都道府県への講演や指導など

を行った。また、健康危機管理について執筆など

を行った。医療者やボランティアに必要な予防接

種についても優先度をとりまとめた。 

9. ワクチン・治療薬に関する有効性・安全性情報

の解析と集約、及び提供（研究分担者：斎藤嘉朗

ら） 

平日毎日、新型コロナウイルス感染症治療薬・ワ

クチンの最新治験を、報道、臨床試験サイト、文

献、プレスリリース等から収集し、関連部署への

提供を行った。 

10. 国際的な感染症情報の収集と解析（研究協力

者：笠松ら） 

東京大会開催にあわせ、2021 年 7 月 1 日～9月 19

日に強化サーベイランスを実施した。感染研内で

は緊急時対応センター（EOC）が運用され、その機

能の一部としてサーベイランスを行った。海外に

おける感染症の発生動向には 1 日あたり実地疫学

研究センタースタッフ 1 名、FETP2 名が従事し、必

要に応じて得られた感染症情報とそのリスク評価

を日報に掲載して関係者へ周知した。上記実施期

間に、強化サーベイランスで探知された国内外の

感染症“Event”は、計 773 件あったが、渡航制限

や大会関係者の感染防止を目的とした行動自粛の

影響で日報掲載やモニタリングの対象となった海

外の感染症 event はなかった。 

 

11. COVID-19 の病原体検査指針の編纂（研究協力

者：宮崎義嗣ら） 

COVID-19の臨床的特徴や検査方法開発の最新の知

見に基づき、「新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）病原体検査の指針」としてまとめた。2020 年

10 月から 2022 年 3 月の間に第 5.1 版までの改訂

を行った。 

 

12. COVID-19 関連文献紹介の HP 作成（研究協力

者：新城ら） 

COVID-19 に関して、疫学、検査診断、臨床症状、

公衆衛生対応に関する論文を主要な学術雑誌から

週 1 回の頻度で選出し、ひろく共有したほうがよ

いと判断された論文を感染研 HP に掲載した。2021

年 4 月～2022 年 3 月の間に、計 5385 編の論文が

選定対象となり、そのうち 2014 編が HP に掲載さ

れた。 

 
D. 考察 

１）感染症発生動向調査の継続的な評価と改善 

２）感染症発生動向調査データの利用の促進 

３）疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と

改善 

 

2020 年以降の COVID-19 の流行で経験したよう

に、新興感染症の発生動向を正確に把握する仕組

みを素早く構築するためには平時から既存のシス

テムを評価し、今後起こりうる事態に備えておく

必要がある。つまり既存のシステムの評価にもと

づく改善を継続しながら、新興再興感染症が発生

した際に柔軟に対応できるように備えることが肝

要といえる。１）～３）の研究課題はいずれもNESID

システムに関するものであり、従来から改善のた

めの評価を継続して行っているものである。

COVID-19 においては、HER-SYS という新たなシス

テムが稼働され、本研究班でも稼働中に随時評価

を行っていた。HER-SYS の評価は、次の新興感染症

発生の際にはどのような届出方法・手段が望まれ

るのか、今後も評価を継続しながら最適解を提示

しうると期待される。また、COVID-19 のデータ利

用について特徴的だったのは、複数の自治体で公

表されている報告数が、大学などの学術機関によ

り、数理モデルを使った発生状況の解析、予測に

利用されたことだろう。その点で COVID-19 をはじ

めとした発生動向調査データが簡便に正確に集計、

公表が可能となるような試みやプログラムの開発

は、社会の需要にも沿ったものと言える。今後は、

本研究班のような活動が広く地方情報センターで

共有できる仕組みを整備することが課題と思われ

る。 

 

４）マスギャザリング時や新興・再興感染症の派

生への備え 

５）東京大会におけるサーベイランスの具体的手

法の検討 

６）新型コロナウイルス感染症への対応 

 

 2020 年開催予定だった東京大会にむけて、この

研究班の成果をもとに改訂した疑似症サーベイラ

ンス、およびマスギャザリングで発生リスクが高

まると考えられた主要 5 疾患（麻しん、⾵しん、

侵襲性髄膜炎菌感染症、中東呼吸器症候群、腸管

出血性大腸菌感染症）の強化サーベイランス（発

生届にもとづく情報の共有を含む）の仕組みを
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2021 年の東京大会開催時に運用した。COVID-19 は

強化サーベイランス対象疾患に追加された。一方、

国際的な人流が極めて限られたものになったため、

国際的マスギャザリングの際に強化する予定であ

った、WHO の感染症情報プラットフォームである

EIOS(Epidemic Intelligences from Open 

Sources) を用いた海外情報の収集は、WPRO(WHO西

太平洋事務局）に協力を仰いで実施し、国内の

COVID-19 対応に人員をさけるようにした。これら

Event-based surveillance を含む強化サーベイラ

ンスの運用の経験からは、「パンデミック下におけ

る国際的マスギャザリング」という二律背反のよ

うな状況のもとでも、感染症サーベイランス関係

者、自治体、マスギャザリング主催者、国の役割の

明確化と関係構築が準備されていれば効率的に運

用できることがわかった。今後の国際的マスギャ

ザリングにおける強化サーベイランス運用のプロ

トタイプにもなりうると思われた。 

 これらサーベイランスの活動において、確定診

断の手段としての病原体検査を適切にどこでも実

施可能にすることは欠かせない。最新の知見にも

とづく病原体検査指針の編纂、ワクチンの効果、

疫学的な傾向の変化など、の COVID-19 の最新の知

見の継続的な提供は、新興感染症の発生時には実

施することを前提に準備しておくことが必要と思

われた。 

 

結論 

国際的マスギャザリングやパンデミックなどに実

施される強化サーベイランスは、平時に稼働して

いる仕組みやシステムを基盤にしてこそ円滑な運

用が可能となる。既存のサーベイランスシステム

の評価と改善、あらたな感染症による健康危機を

想定した強化サーベイランスの備えは、目的をさ

だめつつ継続的に計画的に実施しておくことが重

要である。 
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